
Ⅰ．発想のきっかけ
1．「知的熟練」

1. 1　「変化への対応」とは

素朴な市場経済理論

　当然ながら論文は、その仮説あるいは理論、

また方法を書いておく。ただし、その理論の思

いつき、発想のきっかけについては、あまり論

文に書かかれていない。わたくしも同様である。

それは案外に、いやきわめて重要なことで、そ

れをここに書いておきたい。僥倖にもなんらか

の参考、あるいは資料になれば幸いである。わ

たくし自身の不細工な事例をとりあげるのを、

お許しいただきたい。

　ふつう、わたくしは通念や社会常識に異を立

て、天の邪鬼とみなされてきた。ただただ多数

説に反発することを発想し主張してきた、とと

られやすい。実際はせいぜい、他国の基本的な

統計資料を見出して、それを素朴に自国の基本

資料と比較し , なぞを見出すと、より近く事例

におりて、さまざまな国の職場の慣行を聞きと

とりしてきた。そうしたことをもとに通念に異

議を申したててきたにすぎない。つまり最新の

数量的実証技術を知らず、古い形の実証屋にす

ぎない。数字としてはふつうの図表しかつかわ

ない。初歩の計量分析を用いたのはほんの例外

の 1、2 の文章にすぎない（小池「1974」など）。

　だが、多少とも「新たな発想」の面もないで

はない。やや大げさにいえば「あらたな理論な

いし仮説」がなければ、かりに事例調査で企業

の職場に降りても、いったい何を聞けばよいの

だろうか。既成観念をみつけるにとどまるので

はないだろうか。

　しかし、わたくしの経験ではそうした古臭い

方法、事例調査法はやりようによっては、案外

に奥が深い。そこに目をとめて「理論家」の端

くれとみとめてくれたのは、猪木武徳さんくら

いであろう。ふつういまの経済学では、数学モ

デルでないと理論とはみてくれない。それが現

代経済学である。ところが数学にまことにつよ

い猪木さんが（その点関西で何年も小人数の研

究会を経験してよくわかっている）、かえって

数式モデルでない素朴な「理論」をみとめてく

れた。

そのきっかけを書く

　その無視されつづけてきた「理論」とその「発

想のいきさつ」、さらにそれを実施する「方法」

につき、もはや 80 歳代なかば、人生の最晩年

にあたって、多少の文章を書きのこしておきた

い。どのようにしてその「理論」を発想し、「方

法」を工夫してきたのかを語っておく。

　わたくしの発想は、ほとんど日本や他国の先

行する文献の活用ではない。「理論」をつくっ

たのち、それを確かめたりするために、他の文

献を参照したことはすくなくない。たとえば、

わたくしの「知的熟練論」すなわち「問題と変

化への対応の理論」はフランク・ナイトの概念

に近いようだ。だがナイトの理論を読んで、わ

たくしの仮説を構築したのではない。その証左

のひとつは、わたくしの方がはるかに具体的で

実際の調査に適用できる。他方、ナイトはその

概念をもとに広大な社会体制論を構築した。

　ナイトとの類似点は、調査をしばしばともに

した猪木さんから教わった。小池の考えている

ことは、ナイトと似ている、と。わたくしはそ

れまで不勉強でナイトを読んだことがなかっ
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た。あわてて京大の図書館でナイトを読み、う

えの感想を得た（小池、猪木［1987］p.18 の注）。

　つまり、最初の発想はどこかの国の、なにか

の文献からの借り物ではほとんどない。借り物

のばあいもないではないが、その点は明記して

おく。

　技能を中核と考えるのは、わたくしの労働市

場、労使関係、ひいては一国の経済競争力の研

究を通して、もっとも重要な要因と考えるから

である。機械はカネをだせば他国から買うこと

ができる。だが、技能はそうはいかない。その

持ち主の担当持場の移動であり、工夫であり、

ななかなか面倒だ。おもに自国で育てるほかあ

るまい。つまり、技能はいわばわたくしの考え

の核心の概念と考える。なぜ核心の概念か、い

かにして事例調査で把握できるか、その点はあ

とまわしにして、どうしてこうした発想がうみ

だされたか、それを説明しておきたい。

　その発想の過程をえがくにあたり、その発想

の時間的順序によらず、自分がもっとも重要と

おもう場面から記したい。老齢のゆえに、いつ

書けなくなるか、わからないからである。それ

を「知的熟練」となづけた。とりわけ推理によっ

て「問題と変化をこなす技能」という概念であ

る。

海外直接投資こそ―社会の必要

　わたくしの発想は、いわゆる既成の理論の発

展、拡充をめざすよりも、ほとんどいつも、ま

ず日本の雇用をのばすために、挑戦すべき問題

はなにか、その予測による。1980 年代初め、

いやそれよりやや早めから、日本の雇用した

がってそのくらしは、かかって東南アジアで海

外日本企業がのびていくかどうかにある、とお

もっていた。日本の賃金は急速に高まっていく

と考えた（小池「1977」）。なにも戦後いわゆる

高度成長期にとどまらず、ていねいな実証によ

れば、消耗戦争ともいうべき第二次大戦期をの

ぞき、1900 年ごろから実質 4％の賃金上昇を達

成した国である。他の先行国にこれほどの上昇

率をしめした国はない ( 梅村「1961」、小池

「1966」）。海外直接投資は必至とみた。

　そして東南アジアこそ、その当時これから

もっとも伸びる地域と推測した。ただし、その

推測の根拠はしっかりしたものではない。その

土地に輸出ではなく直接投資する。そこの地元

企業、また欧米から進出しつつある企業との競

争に対抗できるどうか、それが関心であった。

　海外日本企業に働く人の大多数は、日本人で

はない。その地のひとたちである。企業が市場

競争でまけないとしたら、その要素はなにか。

とびきりのエリート人材、世界の超銘柄大学を

優秀な成績で卒業し、世界企業の要職を経験し

た人材か。そうしたひとが日本企業に就職する

可能性はいうまでもなくごく小さい。むしろ、

その地の職場の中堅人材の形成、活用しかある

まい。職場の中堅ブルーカラーである。しかも

指導するのはごく少人数の日本人ブルーカラー

のベテランしかいない。その地のひとの働き方

が日本とまったく異なる性向であるなら、海外

でとうてい市場競争に勝てまい。

　当時の日本の通念は、日本の仕事方式を根本

的に修正しないとまず無理、というのであった。

他国の労働者は少しでも高い賃金を求めて移動

しよう。他方、日本は長期雇用、とうてい通用

しまい、これが通念であった。いまはあまりあ

からさまには主張されないけれど、なお意識の

底に蟠踞している。大新聞などの見出しをみれ

ば、歴然としている。名だたるエコノミストで

も当然のようにそう主張する。

　だが、自分の持ち味をまったく殺して、いわ

ゆる「欧米風な方式」をうちだそうとしても、

世界市場ではまず勝てまい。重要な点で自分の

国でおこなっていないことを、うまく海外で波

及できるはずがあるまい。いいかえれば、当時

の東南アジアの職場の働き方を、多少とも日本

風に誘導できるかどうか、その基盤がその地に

あるかどうか、その可能性を探ろうと考えた。

後発国の利 late comer effect

　それは可能と考えた。というのは 19 世紀工

場制度を確立した多くの西欧諸国にくらべ、日

本はややおそく産業化を始めた。産業化の方式

は長期には変化する。そのころ先行国のシステ

ムがかなり変動した。いわば第一段階から第二

段階へと変動しつつあった。見習工を経験しな
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くても腕を積めば熟練工への昇格が可能の途が

できつつあった。その端境期日本は工業化を始

めた。

　それならば、第二段階への移行にあたって、

遅れて産業化した国々との、なんらかの共通性

が残るのではないか、うまく誘導すれば、海外

日本企業の力となるのではないか、そう考えた。

いや新しい第二段階の慣行をとり入れやすいの

ではないか、そう考えた。産業化の第一段階と

の差についてはのちにも説明しよう。同時につ

ぎの変動期には日本が遅れる可能性もあり得

る。

　それは当時の日本の通念と正反対の議論であ

る。明治以来、「加工貿易」すなわち原料を輸入、

それを加工、輸出で稼ぐ、と考えるのが通例で

あった。いやいまもその考えが日銀、政府をは

じめエコノミストの多くを支配しているかにみ

える。いわゆる円安の方針である。しかし日本

の 1980 年代の賃金の高さを考えれば、通念に

もとづく方策はすぐにいきつまる。わたくしは

そう想定した。

　そうじて海外直接投資こそ日本のいきる途、

と考えた。海外の地での生産や流通の経済活動

で、カネを稼ぎ、日本に還流させ、それを新た

な研究ニーズ探索の原資とせねばなるまい、と

考えた。

　でも海外のどこへまず出ていくのか。その場

を東南アジアと推定した。その地の伸び、また

1970 年代から国連コンサルタントとして、

村々、小工場をまわってきた経験からであった。

当時（いまも）、名古屋にちいさな国連事務所

があり、そこから誘われてありがたい経験をし

た。そのことは、このシリーズの後半部で説明

しよう。

　ただし、その地の人々の働き方、仕事の仕方

が根本から異なるならば、それは難しい。いっ

たい職場の働き方、その根幹の技能は、日本と

まったく異質か、それとも差はなお大きいけれ

ど、共通の要素がすこしでもありそうかどうか、

それを調べたいと考えた。

標準化？

　でもいったい、機械は日本から持ち込むとし

て、人の働き方、その根幹は技能であるとして、

それをどのように比べたらよいか。その異同は

わかりそうか。いやそもそも日本の職場にしろ、

その競争力の根幹となる技能とはどのようなも

のか。

　それは、すくなくとも当時のわたくしには、

よくはわかっていなかった。通念は、生産性で

測ればよい、というのであった。しかも、技能

などの働きは小さく、用いる機械の性能、生産

組織、市場できまる、というのであった。あと

は低賃金、長時間であった。それが通説であっ

た。

　だが、わたくしがそれまでに見て回った職場

では、かりに機械の性能に大差なくとも、担当

者の操作いかんでトラブルがひんぱんに発生じ

たりして、生産性ははなはだしく違ってくる。

対策としては扱い方の「標準化」が洋の東西を

とわず推奨された。だれが担当しても大差ない、

という方式をつくり紙に書くこと、あとはトラ

ブル直しの専門担当者を配置することであっ

た。それが当時の欧米の教科書であった。日本

の教科書はいわばその翻訳であった。だが、そ

うならよい機械をもつ国、よい分業のうえにた

つ専門者をもつ企業が勝つだろう。あるいはそ

の分を負担する低賃金の国が市場で勝つかもし

れない。

　だが、それまでわたくしが日本で観察してき

た職場では、機械の性能がおなじでも、担当操

作者の扱い方によってかなりの生産性差が歴然

とみとめられた。時に数倍の差がみられた。い

わゆる労働時間の長さの差ではまったくない。

時間ならとても数倍の差にならない。一日はと

にかく 24 時間しかないのだから。

　その差を生みだした技能の内実はいったいな

んなのか。それをこそ探ろうと志した。それに

はどこをみればよいのか。だが、それをみつけ

だす考えは、まだおもいつかなかった。にもか

かわらず、調査プロジェクトはすすめていった。

東南アジアと日本の職場の技能の比較研究をは

じめていた。

　それはバンコックからの 1 通の手紙ではじ

まった。かつて名古屋で国連事務所のコンサル

タントであったとき、わたくしの講義の参加者
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として知ったバンコックの国立開発大学学部長

からのものである。そこのサラリーつきの客員

教授としての、ありがたい招きである。さっそ

くプロジェクトをはじめた。阪大の猪木さん京

大の藤村さんを誘って、事をはじめた。

どの産業を選ぶか

　まずどの産業をえらぶか。量産型、一品型、

やや装置産業型、非製造業として銀行の貸付係

をかんがえた。一番困ったのは、タイ地元の機

械産業であった。量産型か一品型が、尋ねてみ

なければわからないことが多い。自動車なら

部門によってほぼ量産型ときめてよいだろう

が、当時タイの自動車産業は、1 社をのぞき日

系が中心であった。地元企業はあるにはあっ

た。「サイアムモーター」で、資本からすれば

まぎれもない地元企業であった。しかもタイ

の国立開発大学 National Institute of Development 
Administration のわたくしの講義にもこの企業

をふくめ、地元企業の役員が参加していた。多

少の付き合いもあった。だが、技術は全く日産

依存であり、銘柄もダットサンであった。技術

は地元企業のものではなかった。それでは地元

企業と日本系との異同は区別しがたい。

　また量産型にしろ一品型にしろ、東南アジア

ということでまず農業機械をさがした。スクー

ター製造をさがすべきだったかもしれない。そ

こまで考えがおよばず、農業用機械を探した。

まず日本の職場で勉強しようと、東南アジアに

進出のいちじるしい農業用小型ジーゼルエンジ

ン機械製造工場をたずねた。ただし、そこは東

南アジアの地元機械工場をみようとするには、

いささか見当違いであった。はるかに進みすぎ

ていた。

発想の場

　たが、その日本職場で、まことに重要な「発

想」がえられた。わたくしの「変化への対応」

という技能の把握である。小型ジーゼルエンジ

ンの量産切削職場を観察していたときであっ

た。小型量産だから , くりかえし作業に終始す

るようだ。ところが職場でしばらくみていると、

合図があってまったく職場内の労働者配置が大

幅にきりかわる。それは製造するラインごとの、

製品の型の変化であった。

　量産といっても、ひとつの型をつくりつづけ

ているのではない。大きさの違いもあれば、さ

まざまな性能のちがいもある。そのため、いろ

いろな小道具をとりかえる。「段取りがえ」で

ある。その段取りがえにあたる労働者の配置は、

おなじ職場内でも、自動車の最終組み立てライ

ンの、くりかえし作業のばあいとまったく違っ

た。

　もちろん段取りがえはいろいろな産業で見

知っていた。ただし、多くは機械ごとなど小規

模単位での段取りがえであった。売れ行きに対

応するためであろう。そして段取りがえを行う

のは、その機械の操作担当者であった。それに

対し、ここは、その職場はもちろん、その近隣

の各職場がほとんど一斉におこなうのであっ

た。労働者の配置は職場内でガラリとかわる。

その印象はつよい。

　段取り替えは当然にどこの職場にもある。タ

イプとしては a 段取り替え専門者とライン作業

専門者にわかれるばあいと、b 機械の担当者が

自分で段取り作業をおこなうばあいであった。

古典的には b がふつうであったろう。だが、巨

大なものを取り替えるとき、例えば鉄鋼の圧延

機の段取り替えのばあい、また古典的にはライ

ン担当者は女性で、他方段取り担当者は男性と

いう日本繊維の例もある。これらのばあい、ラ

インの担当者と段取り替え担当者の技能は、内

容もレベルも大いにちがうだろう。

　ところがここでは職場内で、その両方をこな

すのである。そこで改めて、くりかえし作業の

ときとくらべ、段取りがえの配置、労働者の仕

事内容、それまでの経験などを聞いていく。大

きな違いがある。職場のひとは段取りがえもく

りかえし作業も担当するが、いざ段取りがえと

なると、職場内でまったくちがった配置になる。

それまでの仕事経験も、おなじ職場内ながらか

なり違う。その差が大きな上手下手の違いとな

る。そして下手なひとがが段取りがえにあたる

と、あとでいろいろ品質不具合などトラブルが

生じやすい。そうしたことは前もって多少は

知っていた。
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　しかし、その事例では段取りがえを大規模に

みることができ、そこから、「変化への対応」

という要素がいかに技能の内実におおきな面を

占めるかを実感した。上手な人が行うと、あと

で不具合がまずでない。逆の場合は案外に多く

不具合がでる。この差は技能以外のなにもので

もない。こうしてやや一般化した概念「変化へ

の対応」ができた。段取りがえ以外にも、「変化」

に着目すると、人の変化、製品の量の変化、製

品の質あるいは種類の変化、生産方法の変化で

ある。つまり、つぎのような「分析指標」ある

いは「理論」ができた。そこに注目し、一群の

技能の体系をつくっていった。

下のレべル

　やさしいレベルからいえば、

　a．人の変化への対応がある。

　　a1 ．やさしさからいえば欠勤者の代行であ

る。欠勤者のない職場はまずない。ひと

り欠けると、ラインがとまるばあいもあ

る。代行者でもミスすくなく、おくれも

なくこなせれば、その貢献は立派な技能

である。職場のなかでいくつの持ち場の

欠勤代行ができるか、それが技能の指標

となる。経験のはばである。

　　　それにも 2 方式ある。

　　a11 ．欠勤代行者が専門化され、ひとつう

えの技能レベル grade に昇格する。例

をあげれば米の職場の reliefmen などで

ある。

　　a12 ．他の方式は同じ職場内でとなりの持

場に移り、その範囲がしだいに広がる

方式である。日本の職場によくみられ

る。職場内のおもな持ち場のみならず、

さらにひろげてとなりの職場の持場ま

でこなすレベルもある。もちろん、報

酬が必要で、職能制度で評価される。

経験の幅が広がれば、職能制度をあがっ

ていく。それはのちに説明する「問題

への対応力」と関連する。経験の幅が

ひろいと、生産の流れがつかみやすく、

どこにその問題の原因がありそうか、

すなわち「問題への対応」にも役立つ

からである。

　b ．製品の変化への対応である。

　　b1 ．先にあげた例はまさにこれであって、

ふつうの段取りがえである。もちろんな

かで難易度の大きな差はある。その説明

は略す。

　　b2 ．なお段取りがえ専門者と機械の操作者

の分業のばあいもある（小池“2018”「経

営志林」（2）、タイの T 社の項）。さき

にふれたように、わたくしの観察では日

本織物業や紡績でみた。おそらく段取り

がえの機械が重すぎ、女性中心の操作者

には無理とみたのであろう。

　　　 　それと似たことをやはりタイの非日系

織物工場で見た。ただし、段取りがえに

女性労働者も入っており、日本より女性

が進出していた。重い段取り器具の扱い

については、さきに記した。

中のレベル

　さらに一段と高いレベルの「変化への対応」

がある。まず

　c ．製品の量の変化への対応である。市場競

争では、需要は絶え間なく変動する。その

変動にもかかわらず一定の製造をつづけて

いると、需要減少期にはコストがかさむ。

在庫がふえる。あるいは、逆に折角需要が

急増してもそれに対応できない。

　それへの対応はなかに立入ってみると、

なかなかに面倒な技能を要する。10-15％て

いどの増減は、労働時間の長短で対処する。

それはとても中レベルにおよばない。それ

をこえると、とてもそうはいかない。

　　c1 ．とくに需要減少期には職場の人数をへ

らす。具体的に例をあげれば、自動車の

最終組み立てラインをみる。ひとつの職

場を 15 の持場わけ、それをかりに 1 人

づつではたらくとすると、一台あたりか

けるサイクルタイム 60 秒のとき、かり

に減少率が 2 割とすれば、生産量を 2 割

へらしたい。そのままの生産体制では、

売れ残りがでるので、ラインのスピード

を 2 割減らす。一台あたり組み立てるサ
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イクルタイムを 60 秒であったとすれば、

72 秒にする。そのままなら剰員がでる

ので、できたら人数を 3 人へらす。その

過程はなかなかの技能を要する。

　　　 　職場にはさまざまな作業がある。職場

のひとつの持場でそれまで 3、4 種類の

単位作業をこなしてきた。その作業件数

を、職場全体で減らすわけにはいかない。

減らせば、ドアのない車ができてしまう。

残った 12 人で今までの職場の作業をこ

なさねばならぬ。つまり、ひとりが今ま

での作業をこなすのみでは、処理できで

ない。ひとりひとりの作業範囲をひろげ

ねばない。それには、もともといくつか

の持場を経験している人でないと無理で

ある。すなわち「経験の幅」という技能

の重要面が検出された。

　　　 　なお余った 3 人は、企業内の近隣の工

場でいそがしいところ、つまり売れてい

る車をつくっているところに移動する。

それは一時的なようで、当時の組合との

協定で、たとえば 3 か月などどときまっ

ている。

　　c2 ．需要増が大規模になれば、企業内に他

工場をもち多種の製品をつくっている大

企業は、そこから人の応援を頼む。比較

的余裕のある工場からの、数か月の出張

などである。ただし、「応援」といって

も人数をあわせただけでは役にたたな

い。なるべく同じ職種の人を要する。工

場間の労使協議があり、なかなか面倒な

過程になる。

上のレベル

　さらに高度な上レベルへの対応がある。それ

は製品の質の変化、具体的にいえば、自動車な

ら新車種あるいは新モデルの導入への対応であ

る。それにかかわる新生産ラインの設計あるい

は構築である。それは職場のブルーカラーの仕

事ではなく、技術者の仕事だ、というのが欧米

や日本のエコノミストの通念であろう。日本の

職場をみていくと、それではけっしてすまない。

　その技能の内容はすでに他でも記したが（小

池、2008）、あまり他の方の研究書に記されて

いないので、あえてかさねて説明すれば、つぎ

のふたつである。

　d1 ．ひとつは新生産ラインの設計、構築への

参加である。いうまでもなく新設計ライン

の設計は生産技術者が担当する。ただその

設計には 4 つの分野があり、そこにかなり

ブルーカラーが参加するのである。

　　d11 ．もちろんいわゆる生産ラインの設計

図を書く。いうまでもなく、これはブ

ルーカラーの役目ではない。生産技術

者の役目である。

　　d12 ．設計図を描くには配置する機械を選

択しなければならない。それまでの機

械を更新する容易な機会である。あら

たなものにかえるか、改修にとどめる

か。その点はおもに生産技術者の決定

による。とはいえブルーカラーの発言

力もある。なにしろ、日々機械を使い

こなしてきたのはブルーカラーで、そ

の機械のことはよく知っている。ロボッ

トにしても、どの社のロボットがどの

工程に使いやすいか、ブルーカラーの

ベテランはよく知っている。

　この上のレベルに参加するブルーカラーは、

勤続さえつめばだれでもなれるものではない。

勤続 10 年余で、そのおそらく 3 分の 1 ていど

であろうか。半年ないし 1 年生産ラインからは

なれて、生産技術者などとチームをくむ。ある

事例では「パイロットチーム」となずける。将

来の職長、係長、課長、海外日本企業のインス

トラクターをつとめる精鋭グループである。

　e1 ．新モデルの設計への参加である。1990
年代の生産職場の観察では発見できなかっ

た。2000 年代初期、生産技術者に聞きと

りしたとき、みいだした。それはとても想

像してなかったのだが、新モデル設計の、

構想設計を技術者がパイロットチームにし

めし意見を聞くのである。

　　 　それができるのも、IT（情報機器）の進

展によって 3 次元で表示するようになった
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からである。そうでもなければ、設計をな

らったこともないブルーカラーは、精鋭と

いえどもなかなか意見をいえまい。

　こうした技能をもつかどうかこそが、真に効

率の差をうむのではないだろうか。それをたん

に無欠勤長時間の「協調」としてで見えなくし

てきたのが日本の通念ではないか。そうした変

化への対応をほんの少しでもこなす気風がある

かどうか。言われたことしかしない、という気

風ではとてもそうはいかない。その点はどうか。

多少みえてきた。

通念と対比すれば

　その効果は、いま喧伝されているいわゆる「標

準化」と対比すれば、一目瞭然ではないだろう

か。標準化、あるいは職務内容の「明確さ」と

はいったいなんであろうか。おそらくだれが

行っても、遅速は別にして操作できるマニュア

ルを書くことだろう。その明確性はどれほど可

能か。下級クラスの仕事にはできることだろう

が、それをこえて中級クラスの仕事にかりに「標

準化」とやらを徹底したら、問題や変化への対

応は、一段上の技術員に任せるほかあるまい。

それが西欧米の方式であろう。そうすると、日

本のブルーカラーの優れた部分はそだたない。

日本の雇用、競争力はどうなるのか。そうした

点で、はなはだ不満を覚える。

　まったくのくりかえし作業に終始するなら、

職務の明確性の話はわかる。だが、なお考えて

みる。かりに銀行の職務をとる。銀行は職務権

限を明記している例として知られる。たとえば、

支店長なら貸出し金額いくらまで決裁できる、

などである。あるいは支店長までいかなくとも、

その下でもそれぞれ権限は明記されているかに

みえる。とりわけ扱う金額が明示されているよ

うだ。だが、それは職務内容を「標準化」した

ことになろうか。

　だが、その貸出金額明示で職務が、まったく

といわないまでも、ほぼきまるだろうか。貸付

対象の企業の分析に、判断力をどれほど要する

ことか。経営者の伸びしろまで、いったいどこ

まで見通せるのか。それをどのようにして、ど

こまで「標準化」「明確化」できるのであろうか。

　くりかえすが、かりにある職務の貸出金額の

決定権限額、あるいは提案額が明示されていた

とする。それでもその案件企業の内容、将来の

見通しの判断は、その提案者の判断によるとこ

ろがほとんであろう。それを数値化して貸出金

額の提示、決定の可否をきめられるのだろうか。

それならば、人はいらない。判断力はいらない。

コンピューターに依存すればよい。

　だが、人の判断はいらないのだろうか。企業

活動のほとんどすべてがコンピューターで処理

できる、というおかしな仮定にもとずいていな

いだろうか。駒の数が限られ、それぞれの駒の

動きが規定されている将棋のばあいならば、あ

るいは成功するかもしれない。だが、人間まし

てや社会の行動はそうはいくまい。それはアリ

ストテレスのいうように、変動していく。駒の

動きの規定とはちがう。

　それに、かの不確実性を無視してよいのだろ

うか。かりに機械装置がいかに複雑巧緻になっ

ても、完全とはなりえまい。まして市場の変化

に対応して、製造過程を変化に対応させる技能

は , ますます高度化するに違いない。そうわた

くしは考える。しかもつぎの節で展開する「問

題」ないしトラブルと絡み合い、より高度の技

能を要しよう。

　そうした判断力を企業のどのレベルの従業員

にまで重視するか、というのが真の要点なので

ある。機械を直接操作するブルカラーの中堅層

にまで目をくばったほうがよい、これがここの

仮説である。

新生産ラインの設計と構築

　上レベルにつき、付記しておく。その担当者

を調べるのに、新製品設計者ではなくて、生産

ライン設計者に焦点をすえたのか。それはすで

に他で書いたのであっさり記すが、経済学の初

歩の応用にすぎない（小池［2008］第 3 章）。

新製品を世界に売るこむ際、肝心の部分を売り

先におうじ変えるわけにはいくまい。基本部分

は本国で設計するほかないだろう。あとで少し

付加的に地域別の設計変更を付け加える。たと

えば、タイでは前面の燈火光を重視するのでそ
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こに光をくわえるとか。だが、基本の性能を変

えては世界に新製品として売りこみにくい。

　ところが、それを造る生産ラインは、賃金の

高い国、低い国、機械類の安い国すなわちゆた

かな国、などさまざまな生産要素の価格がちが

う。高い国、低い国と大きく違う。人材も異な

る。それらをうまく組み合わせる。同時に市場

の大きさも考慮して、生産ラインを設計する。

それは大きな差異となる。その違いを通して人

材の使い方、形成の仕方を比較しようとおもっ

た。

1. 2　「問題への対応」

案外な部分に

　「問題」への対応という概念の形成には、そ

れほどきわだった契機を記憶していない。機械

装置や製造過程に、なんらかのトラブルが案外

ひんぱんに生じるものだとは、職場に入ればか

なり早くから気がついた。ただ、書いてない。

往時の一例だけを、ここにに記しておく。

　1950 年代すえ、さまざまな職場、それも日

本を代表するような大企業の職場をまわった。

そのときにも機械はしばしば止まっていた。巨

大工場の例をあげれば、旧日本鋼管の厚板圧延

操作である。効率をあげるには、真っ赤に焼い

た鉄板を、できたら一挙に狭いローラーにかけ

ればよい。だが、それが狭すぎると、鉄板をロー

ラーがはねかえす。その処理は大変で、クレー

ンでローラーをはずし、またそのまえの均熱炉

までもどし、さらにやりなおすのである。なに

しろ図体が大きく、なかなかの手数となる。そ

の他故障、トラブルである。その対応は保全も

もちろん出動するけれど、出動までに時間がか

かり、多くはその職場の人がそれぞれの技量に

よってまず対応する。それでは無理の時、保全

にたのんでいた。1950 年代からそれをみてい

た。すぐさま「理論化」したわけでなく、問題

解決の技能をじょじょに理解していった。

　問題を処理するには、職場の生産の流れ、し

くみの知識が必須であった。それを得る最良の

途は経験の幅を拡大であった。ただただ担当の

場をかえず、腕を磨く、というのではない。そ

れとはやや異なり、あくまで関連の深い工程の

範囲内で、時の経過ととも持ち場をかわる。具

体的には、ブルーカラーであれば、職場のなか

の 10-15 ほどの持場、ときに両隣の職場までで

のびる。そうしてさまざまな鉄板の種類、それ

におうじた上下のロールの間隔の狭め方を修得

していく。

　とはいえ、それに対応するには、2 つのレベ

ルがあった。ひとつは、いわゆるマニュアルら

しきものがある。こうしたトラブルは「つぎの

3 つの方法を順に試みてください。それでも治

らぬ時は保全工をよぶ」、などというのであっ

た。

　もう一つは、その原因が必ずしも充分にはわ

からないばあいである。いわゆるマニュアルに

書けないばあいである。一般化していえば、い

わゆる uncertainty の問題である。製造技術者ま

でよんで、考究する。

　19 世紀の英熟練工機械工 Mechanics が、自

分の担当の旋盤のトラブルを直すのも、彼の仕

事の重要な一部にすぎない、それと同様なもの

とみていた。いや自分の担当の故障を直せて一

人前、という旧来の観念をそのままひきついで

いた。

　だが、それをひとつの概念として意識できた

のは、まえの章でみた変化への対応からであっ

た。昔の英熟練工のことをわすれ、故障は保全

が直すものとおもいこんでいた。ところが、ま

えもって充分には予期できないトラブルが生じ

る。マニュアルに書けない問題も生じる。

　いうまでもなく長年機械や製品がかわらなけ

れば、予期せぬトラブルはまず起きない。大体

おこるトラブル、その対処はわかってしまう。

マニュアル化できる。しかし製品も機械も変わ

らぬ企業は市場競争で消えてしまう。のびてき

た企業の職場には、思いもよらるトラブルが絶

えない。むしろ自然のことである。

　その解決には生産の仕組みの知識を要する。

それには経験の幅がひろいとよい。ここに「変

化への対応」という概念とかさなりあい、生産

ラインのブルーカラーの有能な一部、すなわち

その技能の重要な一部と認識するようになっ
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た。1980 年代である。

　機械装置が主な作業をうけもてばうけもつほ

ど、おこるトラブルの大半の処理は、まずその

工程を担当するラインのオペレーターの役目で

あった。10 分以内くらいで直せないとき保全

を呼ぶ、という方式であった。このゆえに変化

への対応と問題への対応をあわせて知的熟練と

称する理由となろう。「知的熟練」とはわたく

しの概念である。

ある事例

　1990 年代の日本にあるデンソーの職場観察

が、その概念を明確にしている。ただし、すで

に「経営志林」に書いている（そのもとは小池、

中馬、太田「2001」pp.43-66）。そこに掲げら

れた職場の例がそれである。その担当する主作

業がまさにトラブルへの対応、すなわち「問題」

への対応の一例である。その概要をかさねて書

くのはこころぐるしいけれど、もっともわかり

やすい事例として、ごくご簡略に再記すること

をご寛恕いただきたい。

　それは小物の量産組立ラインであった。なが

さ 40m ほどのラインをわずか 4 人で分担して

いた。製品は電機部品で、一見機械装置がまっ

たく自動的にくみたていた。ひとつのラインで

も製品の種類は数十種もある。その区分けから

作業がはじまり、その区分けのしくみはライン

のところどころにあった。みたところ一人の操

作員は 10 種余の機械装置を分担していた。一

見監視労働である。

　しかし、当然のことながら、機械はどうして

もトラブルをまぬかれない。ときに制作品の流

れがよどむ。製品がつまる。そこに滞留する。

そうすると赤ランプがつき、担当員はその場に

かけつける。保全ではない。操作員である。な

にしろ一人で 10 数種類の小型機械を担当して

いるので、その場にかけつける。この場合は、

製作品を分類するピンの傾きの異常であった。

それを直す。

　これはもっとも簡単な問題への対応であっ

て、面倒なばあいももちろんある。生産ライン

の機械の仕組みでことがおこる。その対応には

自分の担当した範囲の機械、生産の仕組みを知

ることが肝要となる。そのためにふたつのこと

が肝要だ。担当範囲の機械生産の仕組みの知識、

さらにその周辺の機械と仕組みの知識である。

　その仕組みを知るには、機械系と電気系の 2
分野を知らねばならない。そのため、ひとつの

持場に、さきの自動車の最終組立ラインとは

打って変わり、一人の持ち場は 3、4 年はうご

かさない。

　それに、生産ラインにつけるまえに、さまざ

まな準備の持場につけ、ラインのメンバーが欠

席したとき代わりを務め、仕事をおぼえていく。

こうしてそのラインの仕事ををしだいにおぼえ

ていく。

　さらにラインの仕事を 3、4 年で交代してい

くうちに、生産の流れを知り、トラブルの原因

を察知しうる。どうしてもわからない場合がも

ちろんある。だが、その時は保全と製造技術者

の助けをかりる。

1. 3　統合して知的熟練へ

不確実性 uncertainty

　変化への対応と問題への対応の技能、その融

合をわたくしは「知的熟練」となづけた。とい

うのは、それまで熟練は手練の技、手先の腕前

の重視であった。だが、今やそうした技がなく

なったわけではないが、圧倒的に生産システム

の理解に基づく問題の原因推理力であろう。そ

れをブルーカラーの中堅層も身につけてきた。

トラブルの原因推定、直しには、経験もさるこ

とながら何よりも知的推理が肝要となる。そこ

に変化への対応が関連する。

　ここでいう問題と変化は、いつ、どれほどの

大きさでおこるか、まえもってはっきりしない

点では、変わらない。その差は、おこるトラブ

ルの性質が比較的既知であるか否かにある。比

較的既知のときを、変化への対応という。たと

ええば需要の量の変動自体である。だが、起こ

る変動の大きさ、またそれがいつ起こるか、そ

れは気まぐれな市場ではわからない。

　他方、起こるトラブルの性質が必ずしもわか

らないとき、問題への対応と区別した。とはい
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え、両者は高度なものとなれば、むしろわけが

たく、それゆえ両者を統合して、わたくしは知

的熟練となずけた。

　トラブルの原因推定、直しには、経験もさる

ことながら、なによりもラインのしくみについ

ての知的推理が肝要となる。そこに変化への対

応が関連する。それをわたくしは知的熟練とな

ずけた。それを総称して知的熟練という。それ

はわたくしのことばである。

Intellectual skills の命名

　その英訳につき、スタンフォフォードのビジ

ネススクールで親しくしていたフラナガン教授

に相談した。典型的な紳士であるかれは、慎重

にも決定的なことはいわないけれども、それで

も intellectual skills の方が intelligent skills より

よいだろうとの示唆であった。わたくしが英訳

では intellectual skills という言葉を用いるのは

それによる。

　のみならず、とりわけ昨今、「見える化」と

称し、すべて IT、AI の技術をうまくつかえば、

それこそ手練の技や知的熟練、そうじて不確実

性などという問題は低下する、という主張がひ

ろがっている。たしかに IT技術の範囲は広がっ

ていようが、市場の変動があるかぎり変化は生

じ、またなによりも人智は全能ではない。不確

実性 Uncertainty の世界はのころう。いや、機

械装置が広くはたらくほど、かえって広がるか

もしれない。そこに発揮すべきは、まさしく知

的熟練となるのではないか。すぐれた経験をも

とにした、するどい推理力がますます重要に

なってくるのではないだろうか。

　そしてこうした知的熟練の形成のために適し

た労働組合組織、労使関係が構想される。それ

にいち早く成功したところが、雇用とくらしを

たかめよう。

2．「企業別組合論」のあやしさ

2. 1　労働組合基礎組織の般性―事業所レベル

英機械工組合

　がらりとかわって、初期の発想について語り

たい。おそらくわたくしの初期の発想で比較的

知られていたのは、当時支配していた通念「企

業別組合論」、その「否定」であろうか。敗戦

後日本の通念によれば、日本の労働組合は企業、

事業所ごとに 1 組織であって「産業別組合でな

く、真正の労働組合ではない」、というのであっ

た。産業別労働組合なら、企業の外に広がる労

働市場を範囲をカバーし、したがって、その需

給状況、すなわち労働市場をあるていど左右し、

組合の影響力を発揮できる。ところが、企業や

事業所ごとの組合では、労働市場―企業をこえ

産業や職業に広がる市場に影響を与えることが

難しい。結局、労働組合は無力で企業主導のお

もいのまま、これが通念であった。

　修士時代、宇野理論の影響をうけた。おそら

く 19 世紀末から第一次大戦時にかけて、英の

労働組合も相当変化したと考えた。いわゆる宇

野「理論」の展開とはべつに、いったい 19 世

紀英のクラフトユニオンとはどんなものか、そ

れを追った。当時最強と目された英機械工組合

Amalgamated Society of Engineers（のち他組合

を吸収し Amalgamated Engineering Union など名

はさまざまにかわる）の正史 Jefferys［1947］
によって実証的に追った。大河内先生から拝借

したものである。もちろん当時の東大図書館な

どにある周辺資料は活用した。その結果、1890
年代から第一次大戦期にかけ、大きな構造変化

がおこっていることが察知された（未発表の修

士論文）。

ゼンセン同盟

　とはいえ、わたくしの概念形成の基本は、日

本のゼンセン同盟（当時全国繊維産業労働組合

同盟、いまのユーアイゼンセン）の勉強である。

1950 年代後半からはじめた。（小池［1962］第

2 章）。なぜゼンセンか。当時の日本労働省の

すばらしい年報、年々 2 段組み千数百ページを

こえる「資料労働運動史」記載の団体交渉記録

では、ゼンセンがはっきりと集団交渉であるこ

とをしめした。企業別交渉ではなかった。10
大紡もちろんひとつのテーブルにつき交渉し、

それにつぐ中京 5 社（それぞれ従業員数千の手

堅い企業）も集団交渉であった。そして、交渉
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結果は、こと中卒女子初任給に関しては、各社

各組合を通じぴたり一致していた。大卒はちが

うらしいが。

　もっとも当時日本の労働組合では、「組合員

の平均賃上げ額」あるいは「組合員の平均賃上

げ率」が産業の大手間では一致することが多

かったので、一見珍しくもなかった。だが、ゼ

ンセンは中学新卒女子工員、すなわち当時の労

働力の主体の初任給の完全一致なのである。の

みならず、その賃上げ率は、その他の組合員の

平均賃上げ率を事実上きめた。どうやら、当時

の日本の労働組合の通念とはちがうらしい、そ

うみえた。

　そこで博士課程のとき、ゼンセンに聞きとり

調査を申し込んだ。聞きとりといっても、その

焦点はぼけていて、今ここに書けないほどだ。

ところが、ゼンセンはじつにこころよく対応し

てくれた。大河内先生の紹介状の効果であろう

と当時は思った。と同時にゼンセンをまともに

とりあげる研究者はほとんどいなかった。とり

あげると揶揄ふうであった。そのころ社会科学

はマルクス主義全盛期で、ゼンセンなどは真の

労働組合にあらず、との観念であった。

　他方、ゼンセンは戦前の総同盟を通じての伝

統からも、われこそは労働組合の本道との意識

があったのだろう。具体的にいえば、戦前の紡

績の労働組合で総同盟に入っているのはむしろ

ごく少数であったが、戦後その産業別レベルの

役員は総同盟のメンバーであった。というより

ゼンセンの初代会長は、繊維企業の従業員では

全くない。繊維産業ともなんの関係もない、戦

前総同盟の会長、松岡駒吉であった。その他、

戦前総同盟の職員が多かった。これは他組合と

くらべると、いちじるしい違いであった。他組

合は、産業別レベルの役員でもほとんどその産

業の企業の従業員で従業員籍をもっており、任

期が終われば会社の元の職場にもどっていっ

た。

　これにたいし、ゼンセンの役員はもちろん職

員も、ほとんどプロであった。つまりもはや繊

維企業の従業員ではなかった。はじめは企業の

従業員であった役員も少なくないが、やがて、

企業籍を脱しまさしくプロの役員となった。企

業に戻ることはなかった。

ゼンセンの会計

　その点は、組合の会計にもっともはっきりと

表れている。すべてカネの面からみると、事柄

がよりはっきりする。いろいろな組合大会議事

録の会計報告をみて、びっくりした。そこには

当然どの組合も会費納入人員数がでている。そ

の数と、表向き組合員数と号する人数とは、か

なりの差があるのを通例とした。もちろん会費

納入人員は組合加入人員よりはかなりすくな

い。

　他国の労働組合はさまざまだが、それでもほ

ぼ共通するのは、組合費の徴収はまず事業所レ

ベルなり地域レベルなり、労働組合の基礎組織

がおこなう。日本も同様で、その点企業に委託

してサラリーから天引きする慣行が戦後はつよ

く、かなり企業、事業所レベルでの徴収率は高

かった。もちろん他国にもに企業が代わって徴

収する制度は、おおかれすくなかれみとめられ

る。

　ところが産業別組合本部への納入率は、日本

ではがっくりと落ちるのである。産業別レベル

での組合員数については、当時もっとも事実に

近いと思われるのは、労働省の「労働組合基本

調査」の数字である。各府県に複数の労政事務

所と練達のスタッフをもち、おそらくそこがあ

つめた数値が、実際の組合員数にもっともちか

い、とおもわれる。ところが、各産業別の会計

報告（大会議事録記載）をみても、会費納入人

員はその労働組合基本調査にくらべ大幅に下が

る。その差を当時「サバ読み」と称し、その分

企業レベルや事業所レベルに組合費をためこん

でいた、とおもわれる。カネのあつまるところ

に権力が集まる。その意味でまさしく「企業別

組合」との通念が支配した、とみえる。ところ

がゼンセンはそうではなかった。まぎれもなく

産業別組合であった。

　そのころわたくしがつとめていた法政大学

は、敗戦後戦前協調会や大原社会問題研究所を

その貴重な資料とともに吸収し、またあたらし

い産業別レベルの組合大会議案書が少なからず

利用できた。大原は年々「日本労働年鑑」を出
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しており、資料があつまるのである。それを見

て「サバ読み」は日本ではごくふつうのことだ

ろうとおもっていた。サバ読みとは、基礎組織

がカネを管理し、すくなめに上部団体へ納付す

ることである。

　ところが、ゼンセンの数字をみて一驚した。

ゼンセンのスタッフは、親切にも若造のわたく

しに大いに便宜をはからってくれた。大会議事

録はもちろん、中央委員会議事録まで貸し出し

てくれた。もちろん 1 冊ごとだが、それは当時

コピー機がまだがなく、ガリ版刷りしかない時

代では当然のことで、その結果わたくしのゼン

セン調査部への訪問回数もふえた。調査部長は

井上さん、もと繊維会社勤務でないどころか、

関東学院大学教授も兼ねていた。まったくのプ

ロである。わたくしの記憶にある職員も、ほと

んどゼンセン採用のプロであった。

　その大会議事録記載の会計報告と、労働省組

合基本調査の組合員数を毎年くらべて、びっく

りしたのである。ゼンセンには「サバ読み」が

ないのだ。産別の会費納入人員数が労働省組合

基本調査の数値とほとんどかわらない。いやむ

しろわずかながら上回る年さえあったのだ。産

業別大会の代議員の人数も、したがって議決権

もそれぞれの企業別の組合費納入人員できめら

れていた。労働組合運動の基礎は、どの国も組

合費にある。それがゼンセンでは産業別レベル

にきちんと把握されていた。まさに労働組合の

基盤をまざまざと知らされた。

　それこそ戦前の総同盟からの伝統ではない

か。そして組合費の使い方にうるさい、松岡駒

吉の組合ではないか。まさしく真の産業別労働

組合ではないか。その目で以降西欧や米を観察

し、その労働組合の実態を多少は知ることがで

きた。どこの国も労働組合のカネの実態につい

て研究する本は、ほとんどないのである。日本

では白井「1964」、岩崎［2000］くらいか。

賃金の統一のていど

　なお、ひとつの疑問がのこった。日本の繊維

中新卒女性の初任給基本賃金がまったく 10 大

紡を通じておなじなのはわかった。また、ゼン

センの他の組合員の平均賃上げ額も 10 大紡、

中京 5 社を通じ違いのはないこともわかってい

た。だが、初任給はともかく、あとは職種別に

一本の賃金というのが、西欧の当時についての

日本の通念であった。やはり日本はゼンセンと

いえども西欧とは違うのではないか、と。

　それを最初に確かめる機会は、1960 年代末

マンチェスターの労働組合への訪問であった。

おなじ事業所を何回もたずねた。先方は事業所

レベルまで尋ねる日本人をめずらしくおもった

のか、まことに親切であった。というよりマン

チェスター大学の社会人コースへの参加で顔み

しりであり、そこで承諾をえていたのだ。機械

工組合関係を 4 か所たずねたが、産業別レベル

で賃金を協定していたのは、熟練機械工の最低

率、後は不熟練の男女別最低率、計 3 本のみで

あった。しかもそれは全国最低額で、その上に

うわ積みがいくつもあった。地域別、さらに企

業、事業所別、そして、数多い半熟練工の職種、

金額はまったく事業所ごとの協定であって、産

業別の協定の外であった。これらの点は、すで

に他で記した（小池「2011」）。要点のみにとど

める。

　組織を語れば、たしかに日本での通念のよう

に、たとえばあるブルーカラー 800 人規模の事

業所では、6 つの組合に分かれていた。だが、

実際の交渉、こまごまとした賃金の交渉なども、

その 6 つの組合が合同でおこなっていた。合同

というよりも、最大組合の最古参の職場委員が

convener すなわち委員長（字義通りなら会議招

集者あるいは議長）として、従業員ながら組合

専従として取り仕切っていた。会社から小さな

一室を組合委員長室として借り、そこにデスク

とタイプライター、ファイルボックをおき、組

合の仕事を秘書なしで、武骨な旋盤工の手つき

でこなしていた。サラリーは全額会社から支払

われていた。つまり工場別専従者による事実上

一体の組織であった。

職種とは「同一昇進ルートに属する職務群」

　1950、60 年代、欧米のブルーカラーは仕事

ごとに一本の基本賃金、と多くの日本のエコノ

ミストは信じていた。今もその余波で「同一労

働同一賃金」が政府の推進策とされている。一
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見きれいな、そして当然の言葉であるため、エ

コノミストの多くはそれを信じている。だが、

ゼンセンの賃金を観察し、さらに米の文献をて

いねいに見ていくと、とてもそうは思えない。

なによりも「同一労働」の措定がむつかしいの

だ。ふつう簡単に「同一職種」でくくる。だが、

ことはそう簡単ではない。その説明は長い話に

なる。

　産業システムは第一次大戦ないしその少し前

から、変動してきた。第二段階に入ってきたの

だ。第一段階とは、日本でいえば大工のような

職人の職種で、それが一般的であった。ところ

が、鉄鋼や化学の巨大工場がでてくると、仕事

は同じ職場内でも多様にわかれる。その技能の

形成は、職場内のやさしい仕事からしだいによ

りむつかしい仕事へと昇進していく。大工のよ

うな、一人前と徒弟の 2 分類ではなくなるのだ。

そういう発想から、第二段階の「職種」とは、

一本の基本賃率ではなく、「職場内で同一の昇

進ルートに連なる職務群」という仮説をたてた

（小池［1960］［1962］）。
　この仮説はダンロップの job cluster に似てい

る点がある。そこで、小池はダンロップをまね

たにすぎない、との文章もあらわれるにいたっ

た。わたくしは 1960 年寡聞にしてダンロップ

の 1958 年の 2 本の論文を知らなかった。当時

の図書館事情、船便での輸送など考えれば、や

むをえないであろう。他方、わたくしの 1960
年の仮説は、はるかにすっきりしている。より

視野がひろく、またダンロップの job cluster は
職務群がなにでつながっているのか、昇進ルー

トなのか、それともなにか、ただブドウの一房っ

をいうように、必ずしもはっきりしない。

　こうした仮説を持つ以上、実地に日米比較を

してみたい、そういう気持ちが湧き上がってき

た。ただしその前に日英比較を少しおこなった

が、そのほんの一部を発表したに過ぎなかった。

関連文献をよく探してからとおもっていた。こ

うして 77 年の日米比較にすすむのである。

1970 年代の日米比較

　70 年代初期、わたくしはアメリカの政府試

験をうけてフルブライト研究員としてアメリカ

に派遣された。オイルショック直後の影響でい

つもより期間が短縮され、7 か月にすぎなかっ

た。おもに中西部の米の労働組合、またワシン

トンの産業別組合本部を尋ねた。それに専念し

た旅であった。このことはまさしくわたくしの

第一の主著、小池「1977」の主題であり、ここ

でくり返さない。

　はっきりしたことは、同じ産業別組合傘下に、

「ローカルユニオン local union」すなわち事業

所ないし企業レベルの基礎組織があり、それが

事実上職種、またその賃金をきめていた。それ

にその組合役員はほぼ従業員であり、委員長は

従業員出身であった。サラリーは、その委員長

にたいしてはローカルユニオン、すなわち事業

所レベルの労働組合組織が全額負担していた

が、他の組合役員、たとえば多くを占める苦情

処理委員 grievance committee men などは（自動

車では当時ほぼ 300 人にひとり）、ほぼ会社払

いであった。ほぼというのは、、事業所レベル

の労働協約 local agreement では、その会社払い

は賃金の 9 割をこえてはならない、との一文が

ふつうあった。逆にいえば、ほとんど会社払い

なのである。

　実際の仕事は職場で起きるさまざまな問題の

交渉にあたる。それが少なくないので、労働時

間、カネの面からいえば、企業別組合なのは、

日本よりはるかに米なのである。他方、日本の

組合人件費はほとんど組合が負担していた。い

わゆる「ヤミ専従」は敗戦直後を別にすれば、

きわめて少ない。

　米組合員の多くはブルーカラーで、その賃金

はなるほど職務ごとに一本、定期昇給はなかっ

た。当然査定もなかった。ただし、職務ごとの

賃金は産業ごとに一本ではなく、企業ごと、い

や事業所ごとに協定されていた。

スウエーデンとの比較

　ついで 70 年代後半か、通産省（いまの経済

産業省）の仕事でスウエーデンや西欧大陸諸国

をたずねた。本来は政権の移動にかかわる調査

が主目的であったが、時間のあきを見て、スエー

デンの労働組合、それも企業、事業所レベルの

組織をたずねることができた。事業所レベルの
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委員長は、れっきとしたその企業の従業員であ

り、サラリーはもちろん事務所も会社からのも

のであった。

　90 年ごろスウエーデンの所員 100 人くらい

の大きな労働生活研究所から招かれた（今は解

散か）。もちろんサラリーつきである。サラリー

の希望を聞かれた。わたくしはふつう、日本勤

務先の金額をいう。スエーデン側はこまった。

こんなに高いサララリーのひとは当研究所には

いない、というのである。もちろんサラリーが

目的ではないので、日本の 3 流大学研究者のサ

ラリーの高さに驚きながら、サラリーはスエー

デンの相場にあわせ、住宅の提供を要請した。

そこで古く広いアパート、それもストックホル

ムのまったくの中心に住むことになった。ス

トックホルムは島の集合である。なかで王宮の

あるガムラスタンにすむことができた。

　そこから地下鉄 10 分ほど、王立技術学院駅

におりる。理科系の最高学府である。フランス

と同様、スエーデンの最高学府は大学ではなく、

専門学校なのである（ノーベル経済学賞をきめ

るのも、すくなくとも当時は、おそらくいまも、

No.1 の財閥の経営する経済高等専門学校のよ

うであった）。

　労働生活研究所で講演やセミナーを主催しな

がら、スエーデンの組合をまわった。たしかに

産業別組合の力は強い。ホワイトカラーもふく

め組織率 8 割はかたい。金回りは市内の立派な

ホールをかなり労働組合がもっていたことから

も推察されよう。それというのも、その基礎組

織、企業や事業所のレベルの基礎組織役員は、

前記のそれにとおなじく、会社払いの従業員籍

の組合専従者であった。事務所も会社提供で

あった。ストライキはすくなく、したがって組

合の資金も豊富で、立派なホールをもつことが

できる。

　賃金もブルーカラーにすら些少の査定があっ

た。日本ではスウエーデンについては LO など

労働組合の全国組織の交渉ばかり議論される

が、その下の基礎組織まで、どうしておりて観

察しないのであろうか。そしてお手本の欧米の

研究者の文献を、そのまま事実と認識する。そ

れが多くの日本のスエーデンびいきの研究者で

あった。

　なるほど LO など全国レベルの組織、また産

業レベルなどが、全体の賃金変動の大きさを左

右する。だが、個々の職務の賃金はそれではき

まらない。事業所レベルのこまかい交渉によっ

ていた。それは日本の春闘相場のあつかいとか

わらないではないか。そのほか対政府交渉など

もおこなう。だが、職場のこまかい賃金、諸条

件の交渉は、当然ながら事業所や企業レベレル

が担当する。。

2. 2 　企業別規模間賃金差―あるいは二重構造
論について

　学部時代、日本の労働の議論でしっくり理解

できなかったことが多々ある。そのひとつは二

重構造論である。あるいは大きな企業規模間賃

金格差である。これは素直に考えれば、不可思

議な現象であった。ふつうの経済学の世界なら、

おなじ製品で競争しているかぎり、機械に差が

なければ、高賃金企業は敗れ去り、大きな賃金

格差はきえさるはずであった。にもかかわらず、

日本では賃金は大企業と中小企業とでは大きな

差がある、それが当時のつよい通念であった。

実際 1950、60 年代、わたくしの身辺をみれば

そのとおりで、中小企業の賃金は大企業にくら

べ安かった。統計を見るまでもなく、地方都市

経験ながらそのくらしをみれば疑うまでもな

かった。

　ところが実際に即して世をみれば、いさささ

かおかしいことが次々とみえてくる。わたくし

の生家は 50-100 人規模の縫製繊維業であった。

同時に小売も卸売もしていた。主に戦前は軍服、

警察官の制服など量産物をつくっていた。いま

の南アジアの輸出専門の 500-1000 人という大

規模工場で動力ミシンをつかい、こまかい分業

でアメリカのスーパーに売られる製品、生産シ

ステムと基本的に変わらない。戦後こちらは労

働組合のおかげでそれぞれの企業の作業服の縫

製であった。なお個人服仕立ての部門もあり、

その人たちは、戦前も戦後もやがて自分の店を

持ち独立していった。
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　まず不思議に思ったのは、企業規模であった。

紳士服の仕立ては高級品であれば（当時はアオ

ヤマのような量産店はまだなかった。）仕立て

職人がひとりで担当する。寸法とり、裁断はも

ちろん、仮縫い、アイロンかけまで行う。婦人

服のアイロンとはまるで重さがちがう。一人職

人である。他方、大企業の三越も , こと紳士服

の仕立てとなると、下請けもあろうが、ひとり

仕事はかわらない。これがなぜ大きな企業規模

差をうみだすのか。たんにあつかう品物に高級

品がはるかに多いからか。

　似た作業を担当しているのに、賃金にかなり

の差があるとすれば、それは二つの理由か、と

考えた。ひとつは品質の差が多少はあろう。も

ちいる原材料の差も小さくない。また品質不具

合の発生率がすくなかろう。

　だが、こどもごころに強く印象にのこってい

るのは、もうひとつの方であった。わかりやす

いのは卸売りであった。売りあげ成績をみれば、

はるかに成績のよいグループは使い込みをす

る。使い込みをしない真面目な人は概して売り

上げの成績はさがる。しかし使い込みをしない。

そのころの中小企業のルーズな経理管理システ

ムを前提にすれば、むしろ当然の帰結であろう。

わたくしの父親は使い込みをした人の親を呼び

出し、懇々と説教するのであった。説教しても、

使い込み金はまずもどるまい。

　おそらく、売上がよく、使い込みをしない人

を、大企業は見極め選抜して採用するのだろう。

中小企業の賃金は、その売り上げと使い込みを

考えると、とても計算はできないが、大企業に

くらべ、むしろコスト高なのではないだろうか。

そうした人材をつかわざるをえなかった、そう

おもえた。その最大の理由は広義の技能の形成

かと考えた。そこから長い技能探求の途に出る

のである。それも国内にとどまらず海外に出る。

まずは東南アジアであった。その点はさきにふ

れた。

2. 3　膨大な過剰人口論

実質賃金の上昇率の高さ

　ついで疑問におもったのは、過剰人口論で

あった。敗戦直後の経済壊滅時はともかく、戦

前も、1950 年 60 年代でも、農業の過剰人口の

重荷のゆえに、日本経済はのびるのがむつかし

い、との通念が蔓延していた。ところがそれに

対する、たしかな反証の研究が公刊された。梅

村［1961］である。

　梅村はこのうえないていねいな実証で、実質

賃金の上昇率を先行国と比較した。その結果、

1900 年ごろ以降、実質年 4％の上昇をあきらか

にした。しかもそれは、先行国を抜いていた。

もし膨大な過剰人口に苦しんでいるなら、どう

してこのような実質賃金の上昇率が達成されよ

うか。

　わたくしはそれに大いに刺激され、日本につ

き当時刊行された「日本労働運動史料」第 10
巻の統計編（原資料をなるべくそのまま記載）

を活用し、利用可能なさまざまな職種について

調べた。総体として実質賃金上昇率 4％はたし

かであった。

　いったいこれはなにを意味するのであろう

か。素直な経済学の世界そのものではないか。

なるほど過剰人口のたまり場とされた農村は、

たしかに敗戦直後第二次大戦場の場から帰国

し、急増した。だが数年たたぬうちに、製造業

をはじめ 3次産業ものびはじめた。というより、

めざましいのびであった。いわゆる高度成長期

である。当然農村人口の比重は年々着実に減少

していった。それを先導する製造などののびは、

先行国をはるかに超えた。そうじて年率 4％の

上昇を実現していたのである。

　それは戦後だけではない。日露戦争のころか

ら、徐々に年成長率は 4％にちかずいていたの

である。いわゆる後発国効果をも利した動きで

あったろう。ところが通念は、先行国にくらべ

経営規模がはるかに小さい以上、農村の生産性

がとくにあがらない。それゆえにこそ過剰人口

を信じてしまった。だが、小麦とくらべ米の土

地生産性ははるかに高い。それを見落とした。

既成観念のあやしさである。実質賃金の長期上
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昇を実証的に調べる研究は、梅村（1961）が断

然輝いている。

少年時の生活体験

　あるいはわたくしの少年時の生活体験にもと

づくものもある。わたくしの生家はさきにもふ

れたように中小企業で、おもに縫製業であった。

戦時下最盛期は規模 100 人ほどであったろう

か。ほかにちいさな卸売、小売店もあった。

　父の生家は新潟市近郊のややゆたかな中農で

あった。田 3 町（ヘクタール）、畑 5 反（5 アー

ル）の自作農で、一部を小作にだしていた。敗

戦後農地改革で農地の配分が均等化されたが、

父の実家はむかしとかわらなかった。その状況

と、当時日本経済学のはやりことば、農家は貧

しい、という観念とさっぱりあわなかった。家

は立派であったし、戦後最初に自家用車を買っ

たのは、農家の方であった。縫製業者よりはや

かった。あるいは米どころ新潟の情景にすぎな

いか。

　父が生家をでて縫製業をはじめたのは、二男

であったからだろう。養家が上級学校に進学さ

せるとの口約束があったからだろう。それは実

行されず、高等小学校卒におわった。成績はよ

かったらしい。のち東京大学教授になった同級

生よりは、自分の方がはるかに成績はよかった、

とよく聞かされてきた。

　話が横道にはいってしまったが、敗戦直後は

もちろん 1950 年代まで、経済学の通念のなか

では農家は貧困の象徴、過剰人口とされてきた。

それは、わたくしの少年時の生活経験と合わな

い。その生活経験から疑問を発想したに過ぎな

い。中小企業の生活経験はあとでのべることが

あろう。

ルイスモデル

　過剰人口かどうかを測るもうひとつの指標

は、ノーベル章受賞者、ルイスの考えだした「ル

イスモデル」であった。過剰人口を論ずるレベ

ルの国の統計は、当然のことながら数も少ない

し、誤差もおおきかろう。そこで粗く数少ない

統計数値から、過剰人口度を測る指標を案出し

た。卓抜なアイデアである。素晴らしいモデル

はもともと簡明なのだ。

　賃金の高い職種と低い職種の賃金格差を見る

のである。それも一時点ではなく、長期にみる。

過剰人口の場合は、その格差がじりじりとひら

く。逆のばあいしだいにせばまる。理由はまこ

とにわかりやすい。比較的熟練の高い労働者は、

職場で経験をつむか、訓練所や学校で習う。つ

まり経験のある熟練労働者が増えるには時間が

かかる。工場などが増加しなければ無理であろ

う。同様に学校や訓練者が増えるには、経済が

あるていどは発展しなければなるまい。供給不

足で賃金は大いにあがる。

　他方、賃金の低い不熟練労働者層は、経済が

発展しなくとも農村から供給され続ける。賃金

はあがらない。両者の格差を長期にみれば、あ

きらかに拡大する。過剰人口度がわかる。格差

が拡大から縮小に転換するところを転換点

turning point となずけた。なお、かれは過剰人

口を無制限的供給経済 unlimited supply of labour
とよぶ。

　これを近代日本につきふかく検討し、無制限

的供給の時代を否定したのは平恒次（Taira,
［1971］）である。明治初期をのぞき、近代日本

に無制限的過剰人口はなかった、と結論した。

わたくしはこの研究にも大いに刺激を受け、日

本について、「日本労働運史料」第 10 巻統計編

を中心に追試し、その正しさをたしかめた（小

池、「1966」）。

自営業の所得と賃金

　それとはべつに日本に過剰人口が存在するか

どうか、それを調べるもうひとつの方法がある。

それは過剰人口が農村だけでなく、商工業の自

営業層にも存在しているとすれば、その層の所

得なり賃金は、製造業よりかなり低いはずであ

る。なぜなら、世界市場で競争する当時の製造

業は過剰人口にのみたよれない。機械設備など

も活用せねばなるまい。他方、自営業ならば、

もっぱら低賃金に依存できる。

　それをわたくしはしらべた。統計にふかい伝

統のある農林業とくらべ、、非農林自営業の所

得ないし賃金は、統計の弱いところである。な

にしろ世帯所得としてとらえねばならない。家
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計と営業の分離が難しい。農家も現物所得があ

りなかなか面倒だ。いかに農家によい統計が

あっても、そのため、はっきりとした結果はえ

られなかった。

　世帯所得の統計としては、厚生省「厚生行政

基礎調査」くらいであろうか。もちろんいわゆ

る非農林自営業世帯も入っている。他方、非農

林については、大蔵省の「個人企業年報」があ

る。この両者が大きくくいちがう。厚生行政基

礎調査では非農林自営業世帯でも所得は低く、

まさに過剰人口の滞留ともいえる。ところが大

蔵省調査は高すぎる。サンプルのとり方による

のでもあろうが、あまりの差に結論を留保せざ

るをえなかった（小池［1965］）。
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